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陸 前 高 田 市 議 会 定 例 会 提 出 議 案 等 

番 号 件   名 

報 告 第 １ 号 令和５年度陸前高田市健全化判断比率の報告について 

報 告 第 ２ 号 令和５年度陸前高田市資金不足比率の報告について 

報 告 第 ３ 号 
損害賠償の額を定め和解することに関する専決処分の報告につ

いて 

議 案 第 １ 号 
令和６年度陸前高田市一般会計補正予算（第２号）の専決処分

について 

議 案 第 ２ 号 教育委員会の委員の任命について 

議 案 第 ３ 号 岩手県後期高齢者医療広域連合規約の一部変更の協議について 

議 案 第 ４ 号 旧矢作小学校解体工事の請負契約締結について 

議 案 第 ５ 号 
陸前高田市ピーカンナッツ産業振興施設条例の一部を改正する

条例 

議 案 第 ６ 号 
陸前高田市子ども、妊産婦及び重度心身障がい者医療費給付条

例の一部を改正する条例 

議 案 第 ７ 号 陸前高田市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

議 案 第 ８ 号 

陸前高田市水道事業布設工事監督者の配置基準及び資格基準並

びに水道技術管理者の資格基準に関する条例の一部を改正する

条例 

議 案 第 ９ 号 令和６年度陸前高田市一般会計補正予算（第３号） 

議 案 第 10 号 
令和６年度陸前高田市国民健康保険特別会計補正予算（第１

号） 

 



番 号 件   名 

議 案 第 11 号 令和６年度陸前高田市介護保険特別会計補正予算（第１号） 

議 案 第 12 号 令和６年度陸前高田市水道事業会計補正予算（第１号） 

議 案 第 13 号 令和６年度陸前高田市下水道事業会計補正予算（第１号） 

議 案 第 14 号 令和５年度陸前高田市一般会計歳入歳出決算 

議 案 第 15 号 令和５年度陸前高田市国民健康保険特別会計歳入歳出決算 

議 案 第 16 号 令和５年度陸前高田市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算 

議 案 第 17 号 令和５年度陸前高田市介護保険特別会計歳入歳出決算 

議 案 第 18 号 令和５年度陸前高田市水道事業会計決算 

議 案 第 19 号 令和５年度陸前高田市下水道事業会計決算 

 



－１－ 

報告第１号 

令和５年度陸前高田市健全化判断比率の報告について 

 令和５年度陸前高田市健全化判断比率について、地方公共団体の財政の健全化に関

する法律（平成１９年法律第９４号）第３条第１項の規定により、監査委員の意見を

付けて、次のとおり議会に報告する。 

 

（単位：％）  

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

－ － １３．０ － 

（１４．０７） （１９．０７） （２５．０） （３５０．０） 

（上段：当市比率（傍線：該当なし）、下段：早期健全化基準）  

 

令和６年９月６日提出 

陸前高田市長 佐々木   拓  



－２－ 

報告第２号 

令和５年度陸前高田市資金不足比率の報告について 

 令和５年度陸前高田市資金不足比率について、地方公共団体の財政の健全化に関す

る法律（平成１９年法律第９４号）第２２条第１項の規定により、監査委員の意見を

付けて、次のとおり議会に報告する。 

 

特別会計の名称 資金不足比率（％） 

令和５年度陸前高田市水道事業会計 － 

令和５年度陸前高田市下水道事業会計 － 

（傍線：該当なし）  

 

令和６年９月６日提出 

陸前高田市長 佐々木   拓   



 

－３－ 

報告第３号 

   損害賠償の額を定め和解することに関する専決処分の報告について 

 市公用車と民間車両の接触事故に起因する損害賠償事件に関し、損害賠償の額を定

め和解することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項

の規定により、別紙のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。 

令和６年９月６日提出 

陸前高田市長 佐々木   拓 

 



 

－４－ 

陸前高田市専決第５号 

 

専  決  処  分  書 

 

 市公用車と民間車両の接触事故に起因する損害賠償事件に関し、損害賠償の額を定

め和解することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項

の規定により、次のとおり専決処分する。 

１ 損害賠償及び和解の相手方 

   

   

２ 損害賠償の額 

  １７５，２７５円 

３ 和解の内容 

  損害賠償の額について、事故の責任割合に応じ次のとおりとする。 

 ⑴ 市の負担額 

   １４１，８１８円 

 ⑵ 和解の相手方の負担額 

   ３３，４５７円 

 

  令和６年８月２６日 

陸前高田市長 佐々木   拓 

 



２－１ 

議案第２号 

教育委員会の委員の任命について 

次の者を陸前高田市教育委員会の委員に任命することについて、地方教育行政の組

織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４条第２項の規定により、

議会の同意を求める。 

 

 住  所 

 氏  名 

 生年月日 

 

  令和６年９月６日提出 

陸前高田市長 佐々木   拓  

 

 

提案理由 

教育委員会の委員の１人の任期が、令和６年９月３０日をもって満了することに伴

い、その後任を任命しようとして提案するものである。 

  



２－２ 

 参考資料 

経  歴  書 



３－１ 

議案第３号 

岩手県後期高齢者医療広域連合規約の一部変更の協議について 

岩手県後期高齢者医療広域連合規約（平成１９年岩手県指令市町村第８８７号）の

一部を別紙のとおり変更することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２９１条の３第１項の規定に基づく協議に関し、同法第２９１条の１１の規定によ

り、議会の議決を求める。 

令和６年９月６日提出 

陸前高田市長 佐々木   拓 

 

 

提案理由 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等の一部

を改正する法律の施行に伴い、関係市町村の処理する事務を変更するとともに、負担

金の算定に係る基準日を変更しようとして提案するものである。 



３－２ 

岩手県後期高齢者医療広域連合規約の一部を変更する規約 

 

 

岩手県後期高齢者医療広域連合規約（平成１９年岩手県指令市町村第８８７号）の

一部を次のように変更する。 

変  更  前 変  更  後 

別表第１（第４条関係） 

⑴ ヽヽヽ（略） 

⑵ 被保険者証及び資格証明書の引渡し 

⑶ 被保険者証及び資格証明書の返還の受付 

⑷～⑹ ヽヽヽ（略） 
 

別表第１（第４条関係） 

⑴ ヽヽヽ（略） 

⑵ 資格確認書等      の引渡し 

⑶ 資格確認書等      の返還の受付 

⑷～⑹ ヽヽヽ（略） 
 

別表第２（第１７条関係） 

１～３ ヽヽヽ（略） 

備考 

１ 均等割については、当該年度の１０

月１日現在における市町村数による。 

２ 人口割については、当該年度の１０

月１日現在の住民基本台帳人口によ

る。 

３ 後期高齢者人口割については、当該

年度の１０月１日現在の住民基本台帳

に基づく７５歳以上の人口数及び高齢

者医療確保法第５０条第２号の規定に

よる認定を受けた者の数による。 

４ ヽヽヽ（略） 
 

別表第２（第１７条関係） 

１～３ ヽヽヽ（略） 

備考 

１ 均等割については、前年度 の９月

３０日現在における市町村数による。 

２ 人口割については、前年度 の９月

３０日現在の住民基本台帳人口によ

る。 

３ 後期高齢者人口割については、前年

度あの９月３０日現在の住民基本台帳

に基づく７５歳以上の人口数及び高齢

者医療確保法第５０条第２号の規定に

よる認定を受けた者の数による。 

４ ヽヽヽ（略） 
 

備考 変更部分は、下線の部分である。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規約は、令和６年１２月２日から施行する。 

（経過措置） 

２ 変更後の岩手県後期高齢者医療広域連合規約別表第２の規定は、令和７年度以後

の年度分の関係市町村の負担金について適用し、令和６年度以前の年度分の関係市

町村の負担金については、なお従前の例による。 



４－１ 

議案第４号 

   旧矢作小学校解体工事の請負契約締結について 

 旧矢作小学校解体工事の請負に関し、次のとおり契約を締結するため、地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第５号及び議会の議決に付すべき契約及

び財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年条例第１０号）第２条の規定により、

議会の議決を求める。 

 

１ 工 事 名  旧矢作小学校解体工事 

２ 工 事 場 所  陸前高田市矢作町字愛宕下地内 

３ 契 約 方 法  条件付一般競争入札 

４ 契 約 金 額  ２３１，０００，０００円 

５ 請 負 者  陸前高田市米崎町字地竹沢７９番地１ 

株式会社佐武建設 

代表取締役 須 賀 芳 也 

 

  令和６年９月６日提出 

                       陸前高田市長 佐々木   拓  

 

 

 提案理由 

 旧矢作小学校解体工事の請負契約を締結しようとして提案するものである。 



４－２ 

（議案第４号説明資料） 

旧矢作小学校解体工事概要 

 

１ 目的 

  旧矢作小学校の老朽化に伴い、施設を解体しようとして施工するものである。 

２ 工事期間 

  議会の議決を得た日から令和７年３月４日まで 

３ 工事場所 

  陸前高田市矢作町字愛宕下地内 

４ 工事内容 

  旧矢作小学校施設（校舎、体育館等）の解体 

 



５－１ 

議案第５号 

   陸前高田市ピーカンナッツ産業振興施設条例の一部を改正する条例 

 陸前高田市ピーカンナッツ産業振興施設条例（令和４年条例第８号）の一部を改正

する条例を別紙のとおり制定するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

９６条第１項第１号の規定により、議会の議決を求める。 

  令和６年９月６日提出 

陸前高田市長 佐々木   拓  

 

 

 提案理由 

 陸前高田市ピーカンナッツ産業振興施設の使用許可の期間を２０年以内としようと

して提案するものである。 

 



５－２ 

   陸前高田市ピーカンナッツ産業振興施設条例の一部を改正する条例 

 

 

 陸前高田市ピーカンナッツ産業振興施設条例（令和４年条例第８号）の一部を次の

ように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

 （使用許可の期間） 

第５条 前条第１項の規定により市長が施設の

使用を許可する期間は、５年以内 とする。

ただし、市長が必要と認めるときは、これを

更新することができる。 

 （使用許可の期間） 

第５条 前条第１項の規定により市長が施設の

使用を許可する期間は、２０年以内とする。

ただし、市長が必要と認めるときは、これを

更新することができる。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

   附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 



６－１ 

議案第６号 

陸前高田市子ども、妊産婦及び重度心身障がい者医療費給付条例の一部を改正

する条例 

陸前高田市子ども、妊産婦及び重度心身障がい者医療費給付条例（昭和４８年条例

第２２号）の一部を改正する条例を別紙のとおり制定するため、地方自治法（昭和

２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定により、議会の議決を求める。 

令和６年９月６日提出 

陸前高田市長 佐々木   拓  

 

 

提案理由 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等の一部

を改正する法律の施行に伴い、所要の改正をしようとして提案するものである。 



６－２ 

陸前高田市子ども、妊産婦及び重度心身障がい者医療費給付条例の一部を改正

する条例 

 

 

陸前高田市子ども、妊産婦及び重度心身障がい者医療費給付条例（昭和４８年条例

第２２号）の一部を次のように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

（定義） （定義） 
第２条 ヽヽヽ（略） 

⑴～⑹ ヽヽヽ（略） 

⑺ 保険証 被保険者証、組合員証又は被扶

養者証等保険給付を受けるために発行され

た証をいう。 

⑻及び⑼ ヽヽヽ（略） 

第２条 ヽヽヽ（略） 

⑴～⑹ ヽヽヽ（略） 

 

 

 

⑺及び⑻ ヽヽヽ（略） 

 （受給者証の提示） （受給者証の提示） 

第８条 受給者等は、受給者が医療を受けよう

とする場合には、医療機関等に保険証ととも

に受給者証を提示するものとする。 

第８条 受給者等は、受給者が医療を受けよう

とする場合には、医療機関等に保険証ととも

に受給者証を提示するものとする。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年１２月２日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の陸前高田市子ども、妊産婦及び重度心身障がい者医療費

給付条例の規定は、この条例の施行日以後の受療について適用し、同日前の受療に

ついては、なお従前の例による。 



７－１ 

議案第７号 

陸前高田市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

陸前高田市国民健康保険条例（昭和５８年条例第９号）の一部を改正する条例を別

紙のとおり制定するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第

１号の規定により、議会の議決を求める。 

令和６年９月６日提出 

陸前高田市長 佐々木   拓  

 

 

提案理由 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等の一部

を改正する法律の施行に伴い、所要の改正をしようとして提案するものである。 



７－２ 

陸前高田市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 

 

陸前高田市国民健康保険条例（昭和５８年条例第９号）の一部を次のように改正す

る。 

改  正  前 改  正  後 

（罰則） （罰則） 
第７条 世帯主が法第９条第１項若しくは第９

項の規定による届出をせず、若しくは虚偽の

届出をした場合又は同条第３項若しくは第４

項の規定により被保険者証の返還を求められ

てこれに応じない場合においては、その者に

対し１０万円以下の過料を科する。 

第７条 世帯主が法第９条第１項若しくは第５

項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出

をしたああ場合又は同条第３項若しくは第４

項の規定により被保険者証の返還を求められ

てこれに応じない場合においては、その者に

対し１０万円以下の過料を科する。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年１２月２日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日前にした行為及び行政手続における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等に関する法律等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う関係政

令の整備等及び経過措置に関する政令（令和６年政令第２６０号）第９条の規定に

よりなお従前の例によることとされる場合におけるこの条例の施行の日以後にした

行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 



 

８－１ 

議案第８号 

   陸前高田市水道事業布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管

理者の資格基準に関する条例の一部を改正する条例 

 陸前高田市水道事業布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理者

の資格基準に関する条例（平成２４年条例第３９号）の一部を改正する条例を別紙の

とおり制定するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号

の規定により、議会の議決を求める。 

  令和６年９月６日提出 

陸前高田市長 佐々木   拓  

 

 

 提案理由 

 水道法施行令及び水道法施行規則の一部改正に伴い、所要の改正をしようとして提

案するものである。 



 

８－２ 

陸前高田市水道事業布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管 

理者の資格基準に関する条例の一部を改正する条例 

 

 

陸前高田市水道事業布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理者

の資格基準に関する条例（平成２４年条例第３９号）の一部を次のように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

（布設工事監督者の資格） 

第３条 法第１２条第２項（法第３１条において

準用する場合を含む。）に規定する条例で定め

る布設工事監督者が有すべき資格は、次のとお

りとする。 

 ⑴ 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）に

よる大学（短期大学を除く。以下同じ。）の

は旧大学年勅令ああああああ３８８号）によ

る大学において土木工学科又はこれに相当す

る課程において衛生工学又は水道工学に関す

る学科目を修めて卒業した後、２年  以上

水道に関する技術上の実務に従事した経験を

有する者 

 ⑵ 学校教育法による大学の土木工学科又はこ

れに相当する課程において衛生工学及び水道

工学に関する学科目以外の学科目を修めて卒

業した後、３年以上水道に関する技術上の実

務に従事した経験を有する者 

 ⑶ 学校教育法による短期大学（同法による専

門職大学の前期課程を含む。）又は高等専門

学校学校又は旧専門学校令（明治３６年勅令

第６１号）による専門学校（次号において、

「短期大学等」という。）において土木科又

はこれに相当する課程を修めて卒業した後

（同法による専門職大学の前期課程にあって

は、修了した後）、５年  以上水道に関す

る技術上の実務に従事した経験を有する者 

 

 

 

 

 ⑷ 学校教育法による高等学校又は  中等教

育学校又は旧中等学校令（昭和１８年勅令第

３６号）による中等学校（次号において「高

等学校等」という。）において土木科又はこ

れに相当する課程を修めて卒業した後、７年

６月以上水道に関する技術上の実務に従事し 

（布設工事監督者の資格） 

第３条 法第１２条第２項（法第３１条において

準用する場合を含む。）に規定する条例で定め

る布設工事監督者が有すべき資格は、次のとお

りとする。 

 ⑴ 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）に

よる大学（短期大学を除く。以下同じ。）又

は旧大学令（大正７年勅令第３８８号）によ

る大学において土木工学科又はこれに相当す

る課程において衛生工学又は水道工学に関す

る学科目を修めて卒業した後、１年６月以上

水道に関する技術上の実務に従事した経験を

有する者 

 ⑵ 学校教育法による大学又は旧大学令による

大学において機械工学科若しくは電気工学科

又はこれらに相当する課程   を修めて卒

業した後、２年以上水道に関する技術上の実

務に従事した経験を有する者 

 ⑶ 学校教育法による短期大学（同法による専

門職大学の前期課程を含む。）若しくは高等

専門学校又は旧専門学校令（明治３６年勅令

第６１号）による専門学校（次号において、

「短期大学等」という。）において土木科又

はこれに相当する課程を修めて卒業した後

（同法による専門職大学の前期課程にあって

は、修了した後）、２年６月以上水道に関す

る技術上の実務に従事した経験を有する者 

 ⑷ 短期大学等において機械科若しくは電気科

又はこれらに相当する課程を修めて卒業した

後、３年以上水道に関する技術上の実務に従

事した経験を有する者 

 ⑸ 学校教育法による高等学校若しくは中等教

育学校又は旧中等学校令（昭和１８年勅令第

３６号）による中等学校（次号において「高

等学校等」という。）において土木科又はこ

れに相当する課程を修めて卒業した後、３年

６月以上水道に関する技術上の実務に従事し 

  た経験を有する者   た経験を有する者 
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 ⑸ １０年以上水道の工事に関する技術上の実

務に従事した経験を有する者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑹ ヽヽヽ（略） 

（水道技術管理者の資格） 

第４条 法第１９条第３項（法第３１条及び第 

 ３４条第１項において準用する場合を含む。）

に規定する条例で定める水道技術管理者が有す

べき資格は、次のとおりとする。 

 ⑴ 前条の規定により水道の布設工事監督者に

必要な資格を有する者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑹ 高等学校等において機械科若しくは電気科

又はこれらに相当する課程を修めて卒業した

後、４年以上水道に関する技術上の実務に従

事した経験を有する者 

 ⑺ ５年 以上水道の工事に関する技術上の実

務に従事した経験を有する者 

 ⑻ 第１号又は第２号の卒業者であって、学校

教育法に基づく大学院研究科において１年以

上衛生工学若しくは水道工学に関する課程を

専攻した後、又は大学の専攻科において衛生

工学若しくは水道工学に関する専攻を修了し

た後、第１号の卒業者にあっては１年以上、

第２号の卒業者にあっては１年６月以上水道

に関する技術上の実務に従事した経験を有す

るもの 

 ⑼ 外国の学校において、第１号から第６号ま

でに規定する課程に相当する課程をそれぞれ

当該各号に規定する学校において修得する程

度と同等以上に修得した後、それぞれ当該各

号に規定する最低経験年数以上水道に関する

技術上の実務に従事した経験を有する者 

 ⑽ 技術士法（昭和５８年法律第２５号）第４

条第１項の規定による第２次試験のうち上下

水道部門に合格した者（選択科目として上水

道及び工業用水道を選択した者に限る。）で

あって、６月以上水道に関する技術上の実務

に従事した経験を有するもの 

 ⑾  建設業法施行令（昭和３１年政令第 

  ２７３号）第３４条第１項及び第２項の規定

による土木施工管理に係る１級の技術検定に

合格した者であって、１年６月以上水道に関

する技術上の実務に従事した経験を有するも

の 

 ⑿ ヽヽヽ（略） 

（水道技術管理者の資格） 

第４条 法第１９条第３項（法第３１条及び第 

 ３４条第１項において準用する場合を含む。）

に規定する条例で定める水道技術管理者が有す

べき資格は、次のとおりとする。 

 ⑴ 前条第１号、第３号又は第５号に規定する

学校において土木工学科若しくは土木科又は

これらに相当する課程を修めて卒業した後

（学校教育法による専門職大学の前期課程に

あっては、修了した後）、同条第１号に規定

する学校を卒業した者については１年６月以

上、同条第３号に規定する学校を卒業した者

（同法による専門職大学の前期課程にあって

は、修了した者）については２年６月以上、

同条第５号に規定する学校を卒業した者につ

いては３年６月以上水道に関する技術上の実
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務に従事した経験を有する者 

 ⑵ 前条第１号、第３号及び第４号に規定する

学校において土木工学以外の工学、理学、農

学、医学若しくは薬学に関する学科目又はこ

れらに相当する学科目科及び土木科並びにこ

れらに相当する課程は除く。）を修めて卒業

した後（学校教育法による専門職大学の前期

課程にあっては、修了した後）、同条第１号

に規定する学校を卒業した者については４年

以上、同条第３号に規定する学校を卒業した

者（同法による専門職大学の前期課程にあっ

ては、修了した者）については６年以上、同

条第４号に規定する学校を卒業した者につい

ては８年以上水道に関する技術上の実務に従

事した経験を有する者 

 ⑶ １０年以上水道に関する技術上の実務に従

事した経験を有する者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑷ その他権限を行う市長が別に定めるところ

 ⑵ 前条第１号、第３号及び第５号に規定する

学校において       工学、理学、農

学、医学若しくは薬学の課程又はこれらに相

当する課程（土木工学科及び土木科並びにこ

れらに相当する課程は除く。）を修めて卒業

した後（学校教育法による専門職大学の前期

課程にあっては、修了した後）、同条第１号

に規定する学校を卒業した者については２年

以上、同条第３号に規定する学校を卒業した

者（同法による専門職大学の前期課程にあっ

ては、修了した者）については３年以上、同

条第５号に規定する学校を卒業した者につい

ては４年以上水道に関する技術上の実務に従

事した経験を有する者 

 ⑶ ５年 以上水道に関する技術上の実務に従

事した経験を有する者 

 ⑷ 前条第１号、第３号及び第５号に規定する

学校において、工学、理学、農学、医学及び

薬学に関する課程並びにこれらに相当する課

程以外の課程を修めて卒業した（当該課程を

修めて学校教育法に基づく専門職大学の前期

課程（以下この号において「専門職大学前期

課程」という。）を修了した場合を含む。）

後、同条第１号に規定する学校の卒業者につ

いては２年６月以上、同条第３号に規定する

学校の卒業者（専門職大学前期課程の修了者

を含む。次号において同じ。）については３

年６月以上、同条第５号に規定する学校の卒

業者については４年６月以上水道に関する技

術上の実務に従事した経験を有する者 

 ⑸ 外国の学校において、第１号若しくは第２

号に規定する課程又は前号に規定する課程に

相当する課程を、それぞれ当該各号の卒業者

ごとに規定する最低経験年数以上水道に関す

る技術上の実務に従事した経験を有する者 

 ⑹ 国土交通大臣及び環境大臣の登録を受けた

者が行う水道の管理に関する講習の課程を修

了した者 

 ⑺ 技術士法第４条第１項の規定による第２次

試験のうち上下水道部門に合格した者（選択

科目として上水道及び工業用水道を選択した

者に限る。）であって、６月以上水道に関す

る技術上の実務に従事した経験を有するもの 

 ⑻ 建設業法施行令第３４条第１項及び第２項

の規定による土木施工管理に係る１級の技術

検定に合格した者であって、１年６月以上水

道に関する技術上の実務に従事した経験を有

するもの 

 ⑼ その他権限を行う市長が別に定めるところ
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により、前２号に掲げる者と同等以上の技能

を有すると認められる者 

により、前各号に掲げる者と同等以上の技能

を有すると認められる者 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

   附 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 

 

 

 


